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７. 不動産取得税 

 不動産取得税の概要 
 趣旨等 
不動産取得税は、不動産（土地、家屋）の取得に対して課する税金である。

 納税義務者 
・土地を売買、贈与、交換、寄附などによって取得した人

・家屋を建築（新築、増築、改築）、売買、贈与などによって取得した人

 非課税 
・相続により不動産を取得したとき

・公共の用に供する道路などを取得したとき

・法人の合併又は一定の要件を満たす法人の分割により不動産を取得したとき

・社会福祉法人などが社会福祉法や老人福祉法などに規定する事業（注）用の不

動産を取得したとき

（注）事業の例

老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業など

児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業など

障害福祉サービス事業、相談支援事業、移動支援事業など

 軽減制度 
公共事業のために不動産を収用された人、譲渡した人又は移転補償を受けた

人が、一定の期間内に代わりの不動産を取得した場合等においては、不動産取

得税の控除又は減額が受けられる。

住宅及び住宅用土地に関する軽減

一定の条件を満たす住宅又はその住宅用の土地を取得した場合には、次のと

おり控除又は減額される（取得の申告・減額申請が必要）。

適用される場合 控除額又は減額

住宅に関する軽減 住宅を新築した場合、新

築未使用住宅を購入し

た場合

戸につき 万円を価格

から控除（注 ）

（共同住宅の場合は 区画ご

との価格から控除）

個人が中古住宅（注 ）

を取得した場合

中古住宅の新築当時の住宅控

除額を価格から控除



58

住宅用土地に関す

る軽減

土地の取得が、住宅の新

築前 年以内又は新築後

年以内の場合

土地の税額から次のうち高い

方の額を減額

（ ） 円

（ ）土地の ㎡当たりの価格

（注 ）

×住宅の床面積の 倍（

㎡を限度）× ％

土地の取得が、中古住宅

の取得前 年以内又は取

得後 年以内のとき

新築後 年以内の土地付

き未使用住宅を取得し

た場合

（注 ）認定長期優良住宅である住宅の新築又は認定長期優良住宅である新築未

使用住宅の購入が、平成 年 月 日から平成 年 月 日までの間

に行われた場合は、価格から 万円が控除される。なお、認定長期優

良住宅の住宅控除（ 万円）を受けるためには、認定長期優良住宅の

証明が必要となる。

認定長期優良住宅とは、一定以上の住宅性能（耐久性、耐震性、可変性、

維持保全の容易性）を有し、建築に当たって維持保全に関する計画が作成

された住宅で、所管する行政庁が認定したものをいう。

（注 ）中古住宅を自己の居住用に取得する場合

（注 ）土地の ㎡当たりの価格は、⑥納税額（注 ）の軽減後の額を土地の面

積で除した額となる。

一定の条件を満たす住宅

住宅の区分 条件

新築住宅・新築未使用住宅 延床面積が ㎡以上 ㎡以下の住宅（注 ）

（戸建以外の貸家住宅については、 区画の床

面積が ㎡以上 ㎡以下の住宅）

増築、改築した住宅 増築又は改築後の延床面積が ㎡以上 ㎡

以下の住宅

中古住宅（耐震基準適合既

存住宅）

（一戸建・マンション等）

延床面積が ㎡以上 ㎡以下の自己居住用

の住宅でかつ昭和 年 月 日以降に新築さ

れた住宅（注 ）

（注 ）新築及び新築未使用の認定長期優良住宅を含む。

（注 ）昭和 年 月 日以前に新築された住宅は、新耐震基準に適合してい

ることの証明書が必要となる。

※ 個人が耐震基準適合既存住宅でない中古住宅を取得した場合も、一定の

要件を満たしたときは、住宅に関する軽減措置を受けられる場合がある。
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 免税点 
・価格が 万円未満の土地を取得したとき

・価格が 万円未満の家屋を建築（新築・増築・改築）したとき又は価格が

万円未満の家屋を取得（建築を除く）したとき

 納税額 
不動産の価格（課税標準）×税率＝納める額（税額）

税率

住宅以外の家屋 ％

住宅及び土地 ％（平成 年 月 日までの間の取得に限る。）

（注 ）不動産の価格とは、家屋を建築（新築・増築・改築）した場合には固定

資産評価基準により評価した価格となり、土地や家屋を売買・贈与など

で取得した場合には、原則として市町村の固定資産課税台帳に登録され

ている価格となる。

（注 ）宅地等を取得した場合には、不動産の価格（課税標準）が次のとおり軽

減される。

平成 年 月 日まで……… 分の

 申告 
不動産を取得した日から 日以内に不動産の所在地を管轄する市町税務課又

は県税事務所に申告する。

 納税 
県税事務所から送付される納税通知書により定められた期限までに納める。
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 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

 県税事務所別の調定額等 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越
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自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越
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栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

 徴収率と全国順位 
（単位：％、位）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

徴収率 全国順位 徴収率 全国順位 徴収率 全国順位

平成 年度

平成 年度

平成 年度
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 業務フロー 
承継……前所有者から不動産（土地・建物）を承継取得していること。 

原則として、法務局の不動産登記申請書から資料収集する。

〔取得者〕 〔県税事務所〕

① ② ③

土地・建物を

取得する

法務局で登記申請書

を閲覧し、課税資料

を収集

補完調査

（市町村等）

特例控除対象分・

免税点未満分の処

理

↓ ↓ ↓ ↓

法務局で登記
基本原票（承継用）を

作成
基本原票の補完

控除後免税点未満と

なるもの等について

は非課税不課税決議

⑦ ⑤ ④

納税通知書の送付 納税通知書等出力 照合
電算入力（バッチ処

理）

⑥ ↓ ↓ ↓

調定決議
オンラインによ

る修正入力

承継情報確認リス

トの出力

 
原始……不動産の新築、増築、改築等による取得

市町村評価分（旧小口原始）

…市町村が固定資産税課税のため、前年度評価したもの

比較的小規模（ ㎡以下）の非木造家屋、一般住宅等

原則として、年 回 月課税

〔取得者〕 〔市町村〕 〔県税事務所〕

家
屋
の
新
築
等

家
屋
評
価
・
価
格
決
定

市町村から前年度

評価分固定資産税

データの借用

（磁気テープ等に

より一括借用）

電算処理

（不動産取得

税課税用に変

換）

補完調査

・一年、一構関係

・市町村補充調査

・用途調査等

特例控除等処理

↓ ↓

原始情報確認

リストの出力

原始情報確認リス

トの修正

オンライン・バッチ

納税通知書の送付 納税通知書等出力 照合 電算処理

↓ ↓ ↓

調定決議
オンラインに

よる修正入力

原始情報確認リ

ストの再出力
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８. 県たばこ税 

 県たばこ税の概要 
 趣旨等 
県たばこ税は、たばこの消費に対して課税される県の税金である。

 納税義務者 
日本たばこ産業株式会社、特定販売業者（たばこの輸入業者）及び卸売販売

業者（以下「卸売販売業者等」という。）

※県たばこ税は、たばこの小売価格に含まれているので、最終的にはたばこの消

費者が負担することになる。

 納税額 
売り渡した紙巻たばこの本数 本当たり 円

旧 級品（注）のたばこについては、 円となる。

（注）旧 級品とは、エコー、わかば、しんせい、ゴールデンバット、バイオレ

ット及びウルマの 品目である。

平成 年度税制改正において、旧 級品の製造たばこに係る国及び地方のた

ばこ税の特例税率を、次のとおり、平成 年 月 日から平成 年 月 日

までの間に 段階で引き上げ、廃止することになった。
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（税率：円 本）

現行

改正

平成 年

月 日

平成 年

月 日

平成 年

月 日

平成 年

月 日

地方のたばこ税

都道府県たばこ税

市町村たばこ税

（参考）国のたばこ税

 申告と納税 
卸売販売業者等が、原則として、毎月末日までに前月分を宇都宮県税事務所

に申告し、納める。

 その他 
たばこには、県たばこ税のほかにも、国や市町のたばこ税が課税されてい

る。

 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）
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 県税事務所別の調定額等（全県分を宇都宮県税事務所で賦課徴収している） 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越
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大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越
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 徴収率 
（単位：％）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 業務フロー 

 

                                           

                                           

                                         

     商品            税込代金支払                       

                                    

 

                                  

     商品            税込代金支払                      

                                    

                                  

 

 

 

 

 

申告納付（小売販売業者の営業所がある都道府県に、 

実績月の翌月末までに申告納付） 

 

 

※以下は、宇都宮県税事務所の事務 

 

 

納税義務者 

製造たばこの製造者 

特定販売業者 

卸売販売業者 

消費者 

小売販売業者 

宇都宮県税事務所 

申告内容確認・入力 

出力 

 

調定決議書（決裁） 
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９. ゴルフ場利用税 

 ゴルフ場利用税の概要 
 趣旨等 
ゴルフ場を利用したときに課税される税金である。

 納税義務者 
ゴルフ場を利用した人

 非課税 
次の方が利用する場合は、非課税となる。

・年齢 歳未満又は 歳以上の者

・身体等に障害がある人（知的・精神障害、戦傷病者等を含む。）

・学生又は生徒等（公認の課外活動等として利用するときに限られる。）

・国民体育大会の出場選手

 税率の特例 
次の方が利用する場合は、税率が 分の に軽減される。

・年齢 歳以上 歳未満の者

・早朝等の利用者（承認を受けているゴルフ場で ホールまでの利用に限ら

れる。）

（注）非課税、税率の軽減（早朝等を除く。）とも、ゴルフ場に申請の上、必要

事項について運転免許証・学生証・身体障害者手帳・写真付き住民基本台

帳カード等により証明することが必要である。

 納税額 
人 日につき……………………………………… 円～ 円

ゴルフ場ごとに、利用料金や規模に応じて決定される。

 申告と納税 
ゴルフ場の経営者が毎月 日までに前月分をまとめて申告し、納める。

 その他 
収入額の ％がゴルフ場所在の市町に交付される。
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 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

 県税事務所別の調定額等 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越
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自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越
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栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

 徴収率と全国順位 
（単位：％、位）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

徴収率 全国順位 徴収率 全国順位 徴収率 全国順位

平成 年度

平成 年度

平成 年度
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 業務フロー 
 

 

 

 特別徴収義務者の指定 

 

 特別徴収義務者の登録申請 

 

 特別徴収義務者証票の交付 

 

             ゴルフ場利用税の等級決定 

（税率） 

 

 ゴルフ場利用税の申告納入 

（前月分を翌月 15 日まで） 

 

申告内容の確認・ 

 

 

ゴルフ場利用税の納付  

 

 

 

 

 

 

 

特別徴収義務者 

（ゴルフ場経営者） 

 

 

 

 

 

県税事務所 

申告内容の確認・入力 

出力 

 

調定見込額一覧 

出力 

 

調定決議書（決裁） 
 

ゴルフ場利用者 
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１０. 自動車取得税 

 自動車取得税の概要 
 趣旨等 
自動車取得税は、自動車の取得に対して課税される税で、道路特定財源に充

てるために目的税として創設されたが、平成 年度の道路特定財源の一般財

源化に伴い、普通税に改められた。

 納税義務者 
自動車を取得した人（ただし、ローンで購入した自動車で売主がその所有権

を留保しているときは買主）

 減免 
心身に障害がある人などが足がわりに使用すると認められる自動車で、障害

の程度等一定の条件を満たす場合は申請により減免される。申請の際には、身体

障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のいずれかと運

転免許証等の提示が必要となる。

 免税点 
取得したときの価額が 万円以下のとき

 納税額 

車種
軽自動車以外の自動車

軽自動車
営業用 自家用

税率 取得価額の 取得価額の 取得価額の

 申告と納税 
自動車を取得した人が、運輸支局等に登録申請をする際、自動車税事務所に

申告し、納める。

 その他 
収入額の ％が市町村に交付される。

 特例措置 
自動車取得税の軽減に係る特例措置の概要は以下のとおり。
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 低燃費自動車や低公害車等の自動車取得税軽減に係る特例措置 
該当車種及び軽減内容について

（平成 年 月 日から平成 年 月 日までに取得した自動車に適用）

乗用車

対象自動車 新車 中古車

車種 排ガス要件 燃費要件 軽減内容
取得価額か

らの控除額

電気自動車、燃料電池車 非課税 万円

天然ガス（平成 年排ガス規制から ％低減）

プラグインハイブリッド車

低排出ガスディーゼル乗用車（クリーンディーゼル車）

ガソリンハイ

ブリッド車、ガ

ソリン車

平成 年

排出ガス基

準 ％低

減達成（☆

☆☆☆）

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準達成 ％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

車両総重量 ｔ以下のバス・トラック

対象自動車 新車 中古車

車種 排ガス要件 燃費要件 軽減内容
取得価額か

らの控除額

電気自動車、燃料電池車 非課税 万円

天然ガス（ポスト新長期規制から ％低減）

プラグインハイブリッド車

ガソリンハイ

ブリッド車、ガ

ソリン車

平成 年

排出ガス基

準 ％低

減達成（☆

☆☆☆）

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円
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車両総重量 ｔ超～ ｔ以下のバス・トラック

対象自動車 新車 中古車

車種 排ガス要件 燃費要件 軽減内容
取得価額か

らの控除額

電気自動車、燃料電池車 非課税 万円

天然ガス（ポスト新長期規制から ％低減）

プラグインハイブリッド車

ガソリンハイ

ブリッド車、ガ

ソリン車

平成 年

排出ガス基

準 ％低

減達成（☆

☆☆☆）

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準達成 ％軽減 万円

平成 年

排出ガス基

準 ％低

減達成（☆

☆☆）

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

ディーゼルハ

イブリッド車、

ディーゼル車

平成 年

排出ガス規

制から

かつ

％低減

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

非課税 －

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 －

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 －

平成 年度燃費基準達成 ％軽減 －

平成 年

排ガス規制

適合

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 －

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 －

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 －
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車両総重量 ｔ超のバス・トラック

対象自動車 新車 中古車

車種 排ガス要件 燃費要件 軽減内容
取得価額か

らの控除額

電気自動車、燃料電池車 非課税 万円

天然ガス（ポスト新長期規制から ％低減）

プラグインハイブリッド車

ディーゼルハ

イブリッド車、

ディーゼル車

平成 年

排出ガス規

制から

かつ

％低減

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準達成 ％軽減 万円

平成 年

排ガス規制

適合

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

平成 年度燃費基準

＋ ％達成

％軽減 万円

 バリアフリー対応バス・タクシーの自動車取得税軽減に係る特例措置 
該当車種及び軽減内容について

（平成 年 月 日から平成 年 月 日までに取得した自動車に適用）

対象車種（新車新規登録のみ） 取得価額からの控除額

ノンステップバス 万円控除

リフト付きバス 乗車定員 人以上 万円控除

乗車定員 人未満 万円控除

ユニバーサルデザインタクシー 万円控除

 先進安全自動車に係る自動車取得税の軽減に係る特例措置 
対象装置

・衝突被害軽減ブレーキ

・車両安定性制御装置

特例の内容

上記対象装置のうち 装置を装着・・・・・取得価額から 万円控除

上記対象装置のうち両装置装着・・・・・・取得価額から 万円控除
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対象車種及び対象期間

対象自動車（新車新規登録の

み） 対象期間

車種 車両総重量

トラック ｔ超 ｔ以下 平成 年 月 日から平成 年 月

日バス ｔ超 ｔ以下

（注 ）けん引車（トラクタ）及び被けん引車（トレーラー）を除く。

（注 ）車両総重量 ｔ超 ｔ以下のトラックについて 装置装着の特例期間

は平成 年 月 日まで、平成 年 月 日以降は両装置装着に

限り、取得価額から 万円控除。

（注 ）車両総重量 ｔ以下のバスに係る特例措置の対象装置は、衝突被害軽減

ブレーキに限る。

 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）
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 県税事務所別の調定額等（全県分を自動車税事務所で賦課徴収している） 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越
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大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

 徴収率 
（単位：％）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

平成 年度

平成 年度

平成 年度
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 業務フロー 
 
○自動車税・自動車取得税 業務フロー

国土交通省 税 務 課

登録申請書 ﾃﾞｰﾀ

納 調定決議書

税

義

務

者 （定期賦課）

納税通知書 税務

ｵﾝﾗｲﾝ

ｼｽﾃﾑ

自動車税事務所

（随時賦課）

委託業者

申告書 調定決議書

ｴﾗｰﾘｽﾄ

ﾃﾞｰﾀ 担当者

申告書
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１１ 軽油引取税

 軽油引取税の概要 
 趣旨等 
軽油引取税は、元売業者又は特約業者からの軽油の引取りで、当該軽油の現

実の納入を伴うものに対して課される税金であり、道路特定財源に充てるため

に目的税として創設されたが、平成 年度の道路特定財源の一般財源化に伴

い、普通税に改められた。

 納税義務者 
・特約業者又は元売業者から軽油の引取りをした人

・販売業者などが、自動車の燃料として灯油などを販売した場合や軽油を輸入し

た場合には、その販売又は輸入した人

※ 軽油引取税は、軽油代金に含まれているため、最終的には軽油の消費者が負

担する。

 減免 
自動車の燃料以外で農業用、林業用などの法律で定める特定の用途に軽油を

使用する場合は、県税事務所に申請して免税証の交付を受け、これと引き換え

に軽油を購入したときに限り免税となる。

 納税額 
キロリットルにつき……………………………………………… 円

 申告と納税 
軽油の納入地所在の都道府県（栃木県は栃木県税事務所）に毎月末日までに

前月分をまとめて申告し、納める。また、軽油を輸入する人は、輸入の許可の

時までに、その都度申告して納める。
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 罰則 
軽油引取税を脱税した場合 懲役 年以下 罰金 万円以下

製造等の承認を受けずに軽油を作っ

たり、軽油に灯油などを混和した場合

懲役 年以下 罰金 万円以下

（法人重科） 億円以下

不正軽油を製造するための原料や薬

品、施設などを提供した場合

懲役 年以下 罰金 万円以下（法

人重科） 億円以下

不正軽油を運搬、保管、取得した場合 懲役 年以下 罰金 万円以下（法

人重科） 億円以下

 その他 
次のような場合には、知事の承認が必要になる。

・軽油に灯油や重油などを混和するとき。

・灯油と重油を混和することなどによって軽油を製造するとき。

・灯油や重油などを自動車の燃料として譲渡するとき。

・灯油や重油などを自動車の燃料として消費するとき。

 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）
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 県税事務所別の調定額等（全県分を平成 24 年度は宇都宮県税事務所、平成

25 年度以降は栃木県税事務所で賦課徴収している） 

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越
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矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越
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 徴収率と全国順位 
（単位：％、位）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

徴収率 全国順位 徴収率 全国順位 徴収率 全国順位

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 業務フロー 
 

軽油引取税に係る事務の流れ 

 

 

特別徴収義務者の指定 

 

特別徴収義務者の登録申請 

 

特別徴収義務者証票の交付 

 

 

 

 

軽油引取税の申告納入 

（前月分を毎月末日まで） 

 

申告内容の確認・入力 

 

 

販売 支払（軽油引取税込みの価格） 

 

調定決議書（決裁） 

 

 

 

 

 

 

特別徴収義務者 

（元売業者・特約業者） 

 

 

 

 

 

栃木県税事務所 

申告内容の確認・入力 

出力 

 

調定額集計表 

出力 

 

調定決議書（決裁） 
 

消費者等 
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１２ 自動車税

 自動車税の概要 
 趣旨等 
自動車税は、自動車の所有に対して課税される税金である。

なお、軽自動車等に対して課されるのは、軽自動車税（市町村税）となる。

 納税義務者 
自動車の所有者（ただし、ローンで購入した自動車で売主がその所有権を留

保しているときは買主）

※ 月 日現在の所有者は、その自動車が抹消登録されない限り、 年分の納

税義務を負う。

 減免 
心身に障害がある人などが足がわりに使用すると認められる自動車で、障害

の程度等一定の条件を満たす場合は申請により減免される。申請の際には、身

体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のいずれか

と運転免許証等の提示が必要となる。

 納税額 
主なものは次のとおりである。

区分
税率

自家用 営業用

乗用車 総排気量 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

ト ラ ッ

ク

貨客兼用車

（積載量

トン以下）

総排気量 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 ℓ以下 円 円

″ ℓ超 円 円

最大積載量 トン以下 円 円

″ トン超 トン以下 円 円

″ トン超 トン以下 円 円

″ トン超 トン以下 円 円
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バス 乗車定員 人以下 円 円

 申告と納税 
・自動車税事務所から送付される納税通知書により毎年 月 日現在の所有者

が 月末日までに納める。

・ 月 日以後に新しく自動車を購入するなど年度の途中に納税の義務が発生

した場合は、運輸支局に登録申請をする際、自動車税事務所に申告し、月割に

よる額を納める。

 特例措置 
自動車税のグリーン化特例

排出ガス性能と燃費性能の両方が優れている環境負荷の小さい自動車は新車

新規登録の翌年度の 年間に限り税率を軽減し、新車新規登録から一定年数を

経過した環境負荷の大きい自動車は税率を重くするしくみ（いわゆる「自動車

税のグリーン化特例」）が導入されている。

税率が軽減される自動車（軽課）

平成 年度及び平成 年度に新車新規登録された次の自動車（軽課期間は、

新車新規登録の翌年度の 年間）

対象自動車 軽減率

電気自動車（燃料電池車を含む）、プラグインハイ

ブリッド自動車、クリーンディーゼル乗用車

おおむね ％軽減

天然ガス自動車（平成 年排出ガス基準適合かつ同

基準から （窒素酸化物） ％以上低減）

「低排出ガス☆☆☆☆」かつ「平成 年度燃費基準

＋ ％以上達成車」（平成 年度燃費基準達成車）

「低排出ガス☆☆☆☆」かつ「平成 年度燃費基準

＋ ％以上達成車」（平成 年度燃費基準未達成車）

おおむね ％軽減

「低排出ガス☆☆☆☆」かつ「平成 年度燃費基準

％以上達成車」

※ 「平成 年度燃費基準 ％以上達成車」及び「平成 年度燃費基準達成

車」である場合、車検証の備考欄にその旨が記載される。

※ 「低排出ガス車☆☆☆☆」：低排出ガスの認定を受けた自動車で、「平成

年排出ガス基準適合かつ同基準から ％以上低減達成」した自動車であ

る。



89

税率が重くなる自動車（重課）

新車新規登録から一定年数（ガソリン車・ 車は 年、ディーゼル車は

年）を経過した自動車については、次のとおり自動車税の税率が重くなる。

平成 年度に重課される自動車

対象自動車 重課率

平成 年 月 日までに新車新規登録されたガソリン

車又は 車

概ね ％重課

平成 年 月 日までに新車新規登録されたディーゼ

ル車

平成 年度に重課される自動車

対象自動車 重課率

平成 年 月 日までに新車新規登録されたガソリン

車又は 車

概ね ％重課（注）

平成 年 月 日までに新車新規登録されたディーゼ

ル車

（注）バス、トラックについて、重課率は概ね ％のままとなる。

※ 電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ガソリンハイブリッド自

動車、一般乗合用バス、被けん引車は、重課の対象から除かれる。

※ 重課対象となった自動車の税率は、抹消登録されるまで適用される。
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 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

 県税事務所別の調定額等 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越
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自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越
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栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

 徴収率と全国順位 
（単位：％、位）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

徴収率 全国順位 徴収率 全国順位 徴収率 全国順位

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 業務フロー 
10．自動車取得税の業務フローを参照
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１３ 鉱区税

 鉱区税の概要 
 趣旨等 
鉱区税は、地下の埋蔵鉱物を掘採するという権利（鉱業権）が与えられている

ことに対して課税されるものである。

 納税義務者 
県内に鉱区を持っている鉱業権者

 納税額 
区分 税率

砂鉱を目的としない鉱区 試掘鉱区 面積 アールごとに年額 円

採掘鉱区 〃 年額 円

石油又は可燃性天然ガス

を目的とする鉱区

試掘鉱区 上記税率の

採掘鉱区

砂鉱を目的とする鉱区 河床 延長 メートルごとに年額 円

その他のもの 面積 アールごとに年額 円

 申告 
鉱業権の取得・消滅又は住所などを変更した日から 日以内に宇都宮県税事

務所に申告する。

 納税 
宇都宮県税事務所から送付される納税通知書により毎年 月 日現在の鉱業

権者が 月末日までに納める。

年度の中途に納税の義務が発生した場合は、納税通知書により定められた期

限までに月割による額を納める。
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 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

 県税事務所別の調定額等（全県分を宇都宮県税事務所で賦課徴収している） 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越
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自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越
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栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

 徴収率と全国順位 
（単位：％、位）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

徴収率 全国順位 徴収率 全国順位 徴収率 全国順位

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 業務フロー 
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１４ 狩猟税

 狩猟税の概要 
 趣旨等 
狩猟税は、鳥獣の保護や狩猟の適正化に関する費用に充てられる目的税であ

る。

 納税義務者 
狩猟者の登録を受ける人

 減免 
有害鳥獣捕獲従事者の確保を目的として、次のとおり狩猟者登録に係る軽減

措置が設けられている。

狩猟登録者 特例措置 適用期限

対象鳥獣捕獲員 非課税 平成 年 月 日から平成 年

月 日までの間の狩猟者登録

認定鳥獣捕獲等事業者の

従事者

非課税 平成 年 月 日から平成

年 月 日までの間の狩猟者登

録

有害鳥獣捕獲許可に基づ

く許可捕獲の従事者

税率 分の 平成 年 月 日から平成 年

月 日までの間の狩猟者登録

 納税額 
狩猟免許の種類 区分 税率（注 ）

第 種銃猟免許（注 ）

（空気銃以外の銃器）

県民税の所得割の納付を要する人 円

県民税の所得割の納付を要しない

人（注 ）

円

網猟免許

わな猟免許

（なげ網、わな等）

県民税の所得割の納付を要する人 円

県民税の所得割の納付を要しない

人（注 ）

円

第 種銃猟免許（空気銃） － 円

（注 ）第 種銃猟免許を持つ人が第 種銃及び第 種銃を使用する場合には、

第 種銃猟免許に係る登録についてのみ納税となる。

（注 ）放鳥獣猟区のみに係る狩猟者の登録については、税率が に軽減され

る。

（注 ）県民税の所得割の納付を要しない人であっても、所得割の納付を要する

人の扶養を受けている人（農林・水産業に従事している人を除く。）はそ

れぞれ 円、 円になる。
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 申告と納税 
狩猟者の登録を受ける際に県の証紙を貼って納める。

 本県の状況 
 直近 3 年間の調定額等の推移 

（単位：千円、％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

滞納繰越分

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

現滞計

調定額（ ）

収入額（ ）

不納欠損額（ ）

収入未済額（ ）

徴収率（ ÷ ）

 県税事務所別の調定額等 
平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越



99

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越

鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

平成 年度 （単位：千円、％）

県税事務所
調定額

（ ）

収入額

（ ）

不納欠損額

（ ）

収入未済額

（ ）

徴収率

（ ÷

）

宇都宮
現年

繰越
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鹿沼
現年

繰越

真岡
現年

繰越

栃木
現年

繰越

矢板
現年

繰越

大田原
現年

繰越

安足
現年

繰越

自動車
現年

繰越

合計
現年

繰越

 徴収率 
（単位：％）

現年課税分 滞納繰越分 現滞計

平成 年度

平成 年度

平成 年度
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 業務フロー 
 

狩猟税事務処理の流れ 
（管理課事務） 

猟友会より狩猟税納税証紙の請求 

 

狩猟税納税証紙売渡し 

 

猟友会より狩猟税納税証紙取扱手数料の請求 

 

狩猟税納税証紙取扱手数料の支払い 

 
（課税課事務） 

栃木県納税証紙売渡請求書から調定決議書作成 

 

調定額整理簿作成 

 

税総（端末）入力（売りさばき枚数、税額等入力） 

 

証紙消し込み 

 

税総（端末）入力（登録人員入力） 
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 監査の結果  

１. 個人県民税 

 地方税協働徴収担当業務について（指摘事項） 
個人の市町村民税・県民税に滞納のある者に対し、県税事務所が市町村から徴

収業務を引き継ぎ、道府県の徴税吏員が市町村に代わって徴収が出来る 地方税

法第 条 項 。栃木県では、県税事務所の収税課が従来行っていたが、平成

年度から地方税協働徴収担当が行っている。

地方税法第 条 項

市町村長から道府県知事に対し、道府県民税の滞納に関する報告があった

場合においては、道府県知事が市町村長の同意を得て、当該報告に係る滞納者

の全部又は一部について（中略）、道府県の徴税吏員は、（中略）徴収し、又は

これについて、国税徴収法に規定する滞納処分の例により滞納処分をするこ

とができる。

地方税協働徴収担当が実施する地方税法 条に基づく個人の道府県民税に係

る徴収及び滞納処分の特例に関する事務処理要領第 条

県税事務所長は、（中略）次の各号のいずれかに該当する滞納者に係るもの

について、地方税法第 条の規定に基づき、市町村から引継を受けるものと

する。

（ ）各市町村における個人の住民税の滞納税額が大口の滞納者で、長期滞納

となるおそれがあるもの

（ ）財産の隠蔽等により徴収が著しく困難な滞納者で、長期滞納となるおそ

れがあるもの

（ ）県内の他市町村への転居等により、徴収が困難な滞納者で、長期滞納と

なるおそれがあるもの

（ ）前 号に掲げるもののほか、特殊な滞納処分等を必要とするなど協働徴

収担当による処理が必要であると認めるもの

包括外部監査の手続として、本規定に基づく徴収業務の妥当性等を検討した。

地方税協働徴収担当業務の関連書類を閲覧し、必要に応じて担当者への質問を

行った。
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（地方税協働徴収担当業務の事例）

納税

者
滞納市県民税 交渉内容等

氏 円

（ う ち 延 滞 金

円）

平成 年 月 日に同年 月より年金支給日に 万

円を納税する誓約書を交わす。 月 日、 月 日に

それぞれ 万円の納付がされている。

氏 円

（うち督促手数

料 円）

平成 年 月 日に毎月 万円納付する誓約書を交

わす。分納誓約書提出以降、 回納付があった。平成

年 月 日以降の納付なし。給与収入が月 万

円～ 万円程度ある。

氏 円

（うち督促手数

料 円）

平成 年 月 日に毎月 万円の分納誓約。以降の

納付は、 回 千円のみ。平成 年 月に勤務先に給

与差押通知書を発送。平成 年 月 日に勤務先よ

り退職したとの連絡。

氏 円

（ う ち 延 滞 金

円）

平成 年度以降の市県民税の納付がない。平成 年

月 日に勤務先に差押目的に給与照会を行うが、

勤務先からの応答なし。

氏 円

（ う ち 延 滞 金

円）

平成 年 月 日に毎月 万円の分納誓約。以降の

納付 回で 万 千円納税。最終納付日が平成 年

月 日。平成 年 月 日に勤務先に給与照会。

以降の手続はない。

氏 円

（ う ち 延 滞 金

円）

平成 年 月 日に同年 月から毎月末までに 万

円の分納誓約を電話にて交わす。誓約書徴取のための

関係書類を送付したが返信なし。 月に 万円の納付

があったがその後の納付なし。県税事務所も誓約書返

信依頼等の連絡をしていない。
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地方税協働徴収担当業務に関する意見

氏：延滞金も含めた未納額が約 千円と過大である。誓約書に基づいた年

金支給月の納税スケジュールによると、完納までに 年以上の期間を要する。

このように未納額が過大になる前に市町と連絡を密にして、協働徴収を早期に

着手すべきである。

地方税協働徴収担当業務に関する指摘事項

氏：誓約書不履行であり、納税意識が欠如している。県は、最後に納付のあっ

た平成 年 月 日以降、約 か月間催告をしていない。差押等を検討すべ

きである。

氏：平成 年 月 日以降の徴税手続をしていない。聴取した携帯電話番号

への連絡を行い、現状把握と催告を行うべきである。

氏：平成 年 月 日に勤務先に給与照会を行い応答がなく、約 か月間、

特に手続を行っていない。勤務先への照会書回答の送付依頼、滞納者の現況把握

のための臨宅等を行うべきである。

氏：平成 年 月 日の納付以降、誓約履行がない。県は催告等の手続をし

ていない。滞納者の現状把握を行い、催告や給与照会に基づく差押を行うべきで

ある。

氏：誓約書の返信未入手のままで約 か月経過している。電話連絡をして誓約

書を早期に入手すべきである。平成 年 月 日以降、徴税手続を行ってい

ないが催告を行い、給与差押等を検討すべきである。
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個人住民税徴収業務における県と市町の協力強化について（意見） 
 概要 
個人県民税は、各市町が個人市町村民税と合わせて個人住民税として賦課徴

収を行う。各市町の徴収方法は、納税義務者が直接金融機関等で納付することに

よって徴収する普通徴収もしくは納税義務者本人から直接徴収し納付させるの

ではなく、当該納税義務者が得る給与や公的年金を支払う事業者（特別徴収義務

者）が税金を代わって預かりその徴収すべき税金を納入することによって徴収

する特別徴収により行われている。

各市町では、管轄する県税事務所に対して各月ごとに個人県民税例月報告書

を提出し、個人県民税に相当する金額を県に納めている。各県税事務所では、各

市町から提出された個人県民税例月報告書を受けてその内容について確認し、

報告書と実際の入金額との一致を確認している。

報告先 対象となる市町

宇都宮県税事務所 宇都宮市、上三川町

鹿沼県税事務所 鹿沼市、日光市

真岡県税事務所 真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町

栃木県税事務所 栃木市、小山市、下野市、壬生町、野木町

矢板県税事務所 矢板市、さくら市、那須烏山市、塩谷町、高根沢

町、那珂川町

大田原県税事務所 大田原市、那須塩原市、那須町

安足県税事務所 足利市、佐野市

通常通り納付されている個人住民税は、上記の一連の流れにより県の歳入と

して処理される。しかし、納税者が滞納しており市町で徴収ができない場合には

個人県民税も未納となってしまう。

上記を受けて県では、平成 年度から「市町村税収入確保対策」を定め、平成

年度からは か所の県税事務所に地方税協働徴収担当を配置し業務を実施し

ている。

現在県は、地方税法第 条に基づき、個人住民税の徴収引継を実施しており、

「市町村税収入確保対策」に基づき選定対象について、高額・徴収困難案件を中

心に引き継ぐよう市町に要請し、市町の実情に応じ引き継ぎ案件の協議を実施

している。
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平成 年度の地方税法第 条の規定に基づく引受結果は以下の通りである。

（単位：千円）

県　税 市　町
引受件数

（人）
引受額 市町返還 徴収額 収入未済額 徴収率 執行停止相当 整理率

宇都宮市
上三川町
鹿 沼 市
日 光 市
真 岡 市
益 子 町
茂 木 町
市 貝 町
芳 賀 町

栃 木 市
小 山 市
下 野 市
壬 生 町
野 木 町
足 利 市
佐 野 市

矢 板 市
さくら市

那須烏山市
塩 谷 町
高根沢町
那珂川町
大田原市

那須塩原市
那 須 町

大田原

県　央　計（注1）

県　南　計（注2）

県　北　計（注3）

合　　　　計

矢　板

宇都宮

鹿　沼

真　岡

栃　木

安　足

（注 ）県央は宇都宮県税事務所で一括して実施している。鹿沼県税事務所・真岡県税事務所は宇都宮

県税事務所に徴収業務の引き継ぎをしている。

（注 ）県南は栃木県税事務所で一括して実施している。安足県税事務所は栃木県税事務所に徴収業務

の引き継ぎをしている。

（注 ）県北は矢板県税事務所で一括して実施している。大田原県税事務所は矢板県税事務所に徴収業

務の引き継ぎをしている。
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 意見

県が市町から個人住民税の徴収を引受けた平成 年度の実施状況を確認した

ところ以下のものが散見された。

・滞納をしている期間が 年超と長期にわたるもの

・滞納期間が長期にわたっていることから過年度分については時効が成立し

ているもの

・数年前まではそれなりの所得があったが、現在は資力がないと県が判断し

執行停止処分したもの

また、滞納期間が長期にわたるもので、県が引き継いで徴収に至ったものがあ

るが、地方税協働徴収担当の担当者にヒアリングを実施したところ以下のよう

な経緯で徴収に至っている。

・県が納税者に連絡を取ったところ、納税者が自主的に対応

・給与差押実施による徴収

・財産差押実施による徴収 等

これは、市町でも実施できるものであるが長期間にわたり滞納となってしま

っているのが現状である。また、執行停止処分に至った中にはもう少し早く引き

継いでいれば、徴収できる可能性も生じていたといえる。

それゆえ、今後は以下のような対応により県と市町の協力関係の強化を図っ

ていくべきである。

 県と市町の徴収引受対象の協議について 
市町から県への徴収引受は、高額・徴収困難案件を中心に引き継ぐよう県が市

町に要請を行っているが、最終的には市町が選定したものを引き受けることに

なる。

徴収率をあげるためには、県が市町に要請している高額・徴収困難案件を積極

的に引き受け、滞納期間が長期化する以前に徴収することで徴収実績をあげて

いくことが重要である。

しかし、県は市町から滞納者の総件数及び滞納税額の総額について報告を受

けているが、全ての個人別の詳細についてまでは把握していない。今後は、市町

と個人別の詳細な情報の共有をさらに進展させ、徴収引受対象とすべき高額・徴

収困難案件の取りこぼしがないよう県と市町の徴収引き継ぎ対象の協議の強化

を図っていくべきである。
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 市町との情報共有化について 
上記の徴収引受対象の選定を効率的に行っていくためには、市町の保有する

税情報の有効活用などにより、市町と協力して基礎情報の共有化を図っていく

ことが望ましい。

 特別徴収の一斉指定への対応について（意見）

給与所得に係る個人住民税については、地方税法第 条の 及び第 条

の の規定により、所得税の源泉徴収義務者（給与の支払者）が特別徴収義務者

として個人住民税の特別徴収（給与引落し）を行うこととされている。

県では県内全市町において、平成 年度から給与の支払いを行い、所得税の

源泉徴収を行っている事業者を、特別徴収義務者として一斉指定することにな

った。

これに伴い、従来普通徴収により納税義務者が納付していたところ、給与支給

額から天引きし事業者が納税義務者に代わって納入することになるので徴収率

があがることが期待される。

しかし、なかには事業者が特別徴収への対応を失念してしまうことも考えら

れ、そうなると滞納期間が長期化し徴収が困難となる。そこで、県は市町と個人

住民税の特別徴収義務者一斉指定の事務に係る情報交換会を実施している。情

報交換会では滞納整理方針について協議し、特別徴収実施指導や滞納繰越のあ

る特別徴収義務者に対する地方税法第 条での引き継ぎ等の施策を掲げている。

今後、実働段階において滞納期間の長期化を避けるため、県が積極的に関与で

きるよう体制の強化を図っていくことを期待する。
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２. 法人県民税・事業税 

 税務オンラインシステムへの入力及びチェックについて（指摘事項） 
収受された申告書は、職員により税務オンラインシステムに入力されるが、入

力後のチェックも入力した職員自身が行っている。具体的にどの職員が入力及

びチェックを行ったのかは、各職員が自身の入力をチェックする際に用いる蛍

光ペンの色により判明するとのことであった。

各申告書に入力担当者が個人印を押印するなどして、入力担当者名の記録を

明確に残すべきである。

また入力事項のチェックは、必ず入力者とは別の職員が行うとともに、チェッ

ク担当者名についても、その記録を明確に残すことにより、誤入力防止策を講じ

るのみならず、その責任の所在も明確にするべきである。

 「是認更正決定調査票」等の是認か否認かの判定について（指摘事項） 
県内に本店のある法人については、税務オンラインシステムに入力された申

告内容が国税から提供を受けた資料と照合され、照合の結果是認とならなかっ

た場合は「是認更正決定調査票」が出力される。また、本店が県外にある法人は、

本店所在の都道府県から送付される課税標準額等の通知の内容により、是認か

否認かの判定を行い、是認すべきものについて、税務オンラインシステムに入力

し、是認登録を行う。

更正・決定の判定では、担当者及び上席者によるチェックが行われているが、

是認については担当職員が行っており、上席者によるチェックが行われていな

い。上席者による二重チェックを行うとともに、判定を行った担当者名とそのチ

ェック者名の記録を明確に残すべきである。

 更正の未実施について（指摘事項） 
法人税申告書で当期欠損を計上しているにも関わらず、事業税申告書では所

得ゼロとなっている申告が散見された。このような申告に対し、県では手続省略

を理由として是認処理を行っている。

地方税法第 条の 第 項では、「道府県知事は、事業を行う法人で事業税

の納税義務があるものが申告書又は修正申告書を提出した場合において、当該

申告又は修正申告に係る所得割の課税標準である所得が、当該法人の当該所得

割の計算の基礎となった事業年度に係る法人税の申告若しくは修正申告又は更

正若しくは決定において課税標準とされた所得を基準として算定した所得割の

課税標準である所得と異なることを発見したときは、当該所得割の基準課税標

準により、当該申告又は修正申告に係る所得割の計算の基礎となった所得及び



110

所得割額を更正するものとし、申告書又は修正申告書に記載された所得割額の

算定について誤りがあることを発見したときは、所得割額を更正するものとす

る。」と定められている。

地方税法の規定によれば、所得割が のまま変わらない場合であっても本来

は所得割の計算の基礎となった所得を更正すべきである。

 納税者に対する自主申告の催告手続等について（意見） 
法人税の更正や決定がされた場合、税務署から県税務課を経由して２か月後

に各県税事務所に更正や決定がされた内容が文書で通知される。各県税事務所

は、文書による通知を受けた後、法人県民税の更正や決定を行い文書で納税者に

通知している。

各県税事務所では、当該通知前に、法人税の更正や決定がされたことを把握で

きた場合は、電話連絡等によって自主的に修正申告又は確定申告するよう催告

するべきである。

 未申告法人への対応について（指摘事項） 
未申告法人の対応について、法人実態等調査書を閲覧した。

以下、 事例への対応について指摘及び意見を述べる。

事例 内容 県税事務所の対応 県の対応

事例① ・ 期連続未申告

・本店所在地が県外

・ 市内のショッピング

モールにテナント設置

・法人が平成 年 月まで 市内に

事業所を設けて営業をしていたこと

を電話により確認している

・平成 年 月、県は 期分の申告

を行うように申告書納付書一式を本

店に送付済である

継続調査

事例② ・事業者は 月決算

・国税申告は毎年期限内

に行っている

・県税は 期連続で未申

告

・平成 年 月期分を平成 年

月 日決定

・平成 年 月期分を平成 年

月 日決定

決定

事例③ ・事業者は 月決算

・平成 年 月期分以

降 期連続未申告

・法人現地調査、電話連絡、代表者個

人の市民税調査を実施済

・代表者の親族に電話連絡し、代表

者本人が病気入院中であり事業休止

中であることを把握している

・事業再開の見通しは不明

継続調査
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事例① 申告催促手続について（指摘事項）

電話により 市内に事業所が存在したことを確認し、平成 年 月に申告書

一式を本店に送付している。それ以降、電話連絡等行っていない。定期的に連絡

を入れて、申告の催促を行うべきである。

事例② 決定の順序について（指摘事項）

平成 年 月期分を先に決定し、遡及して平成 年 月期分の決定を約

か月後に行っている。決定は、平成 年 月期分を先に行うべきである。

事例③ 事業所の詳細な把握について（意見）

事業拠点がどこで、どのような事業を行っている（いた）かについて、実態等

調査書からは、詳細が不明である。実態等調査書は、必要な内容について定型化

して記載を行うべきである。

 大型商業施設で営業する法人の未登録調査の継続実施について（指摘事項） 
栃木県内には大型商業施設が多数存在するが、入居するテナントへの法人未

登録調査は、数年に 回の実施であり継続的に行っていない。大型商業施設で

は多くのテナントの入退去があり、毎年継続して大型商業施設での法人未登録

調査を実施すべきである。

 保養所を取得した法人に対し、法人県民税を課税留保した案件について（指

摘事項） 
法人が、別荘地として 町の土地付き建物を取得したが、事業所や保養所の

要件を具備しているか判断できずに、法人県民税が課税留保のままとなってい

る案件があった。不動産取得者との応対履歴の主要な内容は、以下の通りである。

平成 年 申告指導事項主要なやり取り等

月 日 会社代表者宅に保養所に該当するかの照会文書送付。

月 日 会社代表者から当該不動産は、会社従業員の福利厚生施設と

して取得した旨の説明の電話があった。県税側は、保養所とし

ての扱いになる旨説明。

月 日 会社代表者から着電。保養所についても法人県民税が課税さ

れる旨の説明を行う。会社代表者からは司法書士と相談する

旨の回答。

月 日 会社代表者から着電。保養所が課税される旨説明した。会社代

表者から「必要な書類をそろえて提出する」との回答。
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月 日 会社代表者より「何度も電話をもらって申し訳ない」「放射線

量が高くて現在使用していない」現在売却検討中であるとの

電話。

月 日 法人宛て電話連絡。代表者不在のため後日連絡することとし

た。

月 日 法人宛て電話連絡。代表者不在のため後日連絡することとし

た。

この事例では、不動産取得税の課税案件から不動産を取得した法人が、保養所

として利用している可能性があり、調査を行ったケースである。地図で所在地を

確かめたが、該当地域が広大で所在地の地番がなかった。 県税事務所では、こ

れら電話連絡等を行ない継続調査としていた。

町や 市等には多くの別荘地が存在する。県税職員数は限られており、法人

が取得した全ての別荘等について実態調査することが困難であることは理解で

きる。

しかし、上記のように会社代表者から会社従業員の福利厚生施設として取得

した旨の説明を受けている場合にまで、課税留保とすべきではない。必要に応じ

て、現地調査を行い、利用状況を確かめ法人県民税の課税の要否判断を的確に行

うべきである。

 事業者登録調査の経緯、結論及び記録保存について（意見） 
県税事務所に申告された法人二税申告書のうち外形標準課税に係る添付書類

から栃木県内に事業所を有すると思われるテナント賃借事業者を抜き出し、事

業者登録の有無を調査している。この方法による事業者登録の調査は、平成

年度より 県税事務所で実施している。

調査は、以下の方法で行われている。外形標準課税に係る添付書類から、栃木

県内に拠点を有するテナント賃借事業者を調査し、登記事項証明書の取得、ホー

ムページの閲覧、事業者へ電話連絡を行う。また、必要に応じて訪問を行い事業

所の有無を確認する。

調査記録簿には、調査記録や調査実施者のメモ書き等が綴られていたが、誰が、

いつ、どのような調査手続をしたのか等の記録を定型化しておらず、また、結論

に至った経緯が明瞭でない。

収集した資料の綴りを保存するだけでなく、担当者以外の職員が閲覧しても

理解できるように定型化して明瞭な状態で記録保存し、さらに結論に至った経

緯を記載すべきである。
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 新規法人事業所把握において、内容に疑義のあるものに対する現地調査の

必要性について（意見） 
県税事務所管内で年内に不動産を取得した法人のうち、事業所登録のない法

人に照会文書を郵送し、ファックス回答による調査を行っている。実態調査の結

果は以下の通りである。

平成 年度の実態調査結果

総調査件数（文書送付件数） 有回答件数 無回答件数 摘要

件 件 件

無回答 件には、電話連絡を行

い、うち 件について現地調査を

実施した

人員等の制約があり現地調査を全件行うことが不可能であることは理解でき

るが、ファックスや電話連絡による回答を鵜呑みにせず、内容に疑義のあるもの

については現地調査を行い実態に則した課税を行うべきである。

 電気供給業を行う法人の法人事業税の申告について（意見） 
電気供給業を行う法人の法人事業税は、収入金額を課税標準とする収入割を

申告することとなっている。ここで電気供給業とは、電気事業法に基づく許可等

を要する事業であるか否かにかかわらず、現に電気を供給しているという実態

のある事業をいう。

例えば、電気供給業以外に主たる事業を営む法人が、太陽光発電設備を設置し

て売電収入を得ている場合、その売電収入金額が主たる事業の売上金額の 割

程度を超える場合には、区分計算を行い、電気供給業に係る収入金額に基づいて

法人事業税の収入割の申告を行う必要がある。

法人事業税の申告書には、国税である法人税の申告のように法人の決算書等

の添付が要求されていないため、現状では、電気供給業に係る収入金額の有無及

びそれが主たる事業の売上金額の 割程度を超えるか否かを確認する手段がな

い。

法人事業税の一般的な課税標準である所得割よりも、収入割による課税の方

が事業税の金額が大きくなる場合が多いことから、電気供給業に係る収入金額

の有無及びそれが主たる事業の売上金額の 割程度を超えるか否かを何らかの

方法で確認することで課税漏れを防ぐことができる。

今後、電気供給業に係る法人事業税の収入割の課税漏れが起こらないように、

これらの確認方法を十分検討すべきである。
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 医療法人等の調査について（指摘事項） 
介護保険法の規定に基づく診療報酬については、益金又は個別帰属益金額に

算入されるものと不算入のものがあるため、介護保険法の規定に基づくサービ

スを行う医療法人等については、介護保険診療報酬を課税所得と非課税所得と

に分類する必要がある。

医療法人等の調査は机上で行っており、基本的には、申告書と添付資料の整合

性を確認し、課税所得と非課税所得に適切に分類されているかを確認している。

しかし、介護保険診療報酬のサービスごとの内訳が不明なため、課税所得と非

課税所得との分類計算の正確性をチェックできない申告書が散見された。この

ような申告について、介護保険診療報酬の内訳書などの追加提出を納税者へ求

めておらず、十分にチェックできていないと見受けられた。

「医療法人等に係る所得金額の計算書 記載の手引」にて、確定申告書に介護

保険診療報酬の内訳書等を添付するよう依頼したうえで、介護保険診療報酬の

サービスごとの内訳が不明な申告については、少なくとも内訳の提出を依頼し、

分類が適正に行われているかチェックすべきである。

介護保険法の規定に基づくサービスの種類による計上区分

介護給付費等支払決定額

内訳書の印字

計上区分

社会保険分の

医療収入

その他の

収入

指定居宅サ

ービス

訪
問
通
所

（予防）訪問介護 〇

（予防）訪問入浴介護 ○

（予防）訪問看護 ○

（予防）訪問リハビリ ○

（予防）通所介護 ○

（予防）通所リハビリ ○（注） ○（注）

（予防）福祉用具貸与 ○

短
期
入
所

（予防）短期入所生活介護 ○

（予防）短期入所老健施設 ○（注） ○（注）

（予防）短期入所医療施設 ○（注） ○（注）

（予防）居宅療養管理指導 ○

（予防）特定施設生活介護 ○

指定居宅介

護支援
居宅介護支援 ○
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指定施設

サービス等

介護福祉施設 ○

介護保健施設 ○（注） ○（注）

介護医療施設 ○（注） ○（注）

地域密着型

サービス
種々 ○

（注）平成 年 月より全額自己負担となった居住費・食費（食材料費と調

理費）・滞在費は「その他の収入」となる。また、利用者の負担軽減のために

介護保険から支給される「特定入所者介護サービス費」・「特定入所者支援サー

ビス費」も「その他の収入」となる。

 自主決定法人の更正処分について（意見） 
医業に係る自主決定法人の更正処分件数が多い。

更正処分の多い主要因は、税制改正の趣旨を理解していなかった医療法人が

多く、改正に従った申告がされていないことがあげられる。県税事務所では税理

士会例会等を通じて改正点等の周知を行っているが、より一層の周知徹底を図

り、更正処分件数を少なくする努力をすべきである。

 県税事務所から 県税事務所への調査案件の引き継ぎについて（指摘

事項） 
法人二税申告書の添付書類から県内に事業所を有している可能性のある事業

者を選定し、法人二税の申告がなされているかの調査を行っている。

調査のうち、平成 年 月 日の申告書に関して 県税事務所で 県税事

務所への引き継ぎが必要であるにも関わらず、実際には実施されていない案件

があった。担当者は、包括外部監査を実施した平成 年 月 日に引き継ぎ

されていない事に気づき、 県税事務所側で必要な電話連絡等の調査を行った後、

県税事務所に引き継ぎを行っていた。

県税事務所間で密接に連携し、速やかな引き継ぎと調査を行うべきである。
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３. 個人事業税 

 個人事業税の判定について（指摘事項） 
個人事業税の課税の適否判定の基本的な考え方は、通達等により各県税事務

所で統一がなされているが、判定した際の調書の残し方は各県税事務所で異な

る。調書の記載内容を見たところどのようにして判定を行っているかが、あいま

いとなっているものが散見された。

特に、このような判断に迷う事例については、その判断基準（根拠としたもの）

を調書に残していくべきである。

また、税務課が行う各県税事務所に対する事務指導の際、個人事業税の課税の

適否判定が適切になされているか、その判断の経緯が調書として残されている

かのチェックを行うことで、判断基準履行の徹底化を図っていくべきである。

 対象事業の解釈について（指摘事項） 
事業税の対象事業は、地方税法及び政令で定めた 業種のみとされている。

トリマー、エステティシャンなどの新しい形態の業種については、地方税法等で

詳細が定められていないため、解釈により対象とするか否か判断する必要があ

る。

解説書等をもとに担当者が判断し課税課長が承認している状況であり、他県、

県税事務所間で取り扱いが異なる可能性がある。例えば、トリマーについては、

これまで県では課税対象としていなかったが、他県で課税対象としている実態

に合わせて平成 年度からトリマーを請負業に位置付けて課税対象としている。

各県税事務所宛てに通達を出した業種もあるが、全ての業種ではないため、県

では他県の課税状況の調査をより進めるとともに、県税事務所間での取り扱い

の相違がないよう情報共有に努めるべきである。

 照会の十分性について（指摘事項） 
代理業、請負業、運送業などは事業所得で申告していても実態として給与と同

等で事業性がない場合がある。事業性の判定方法は、基本的には申告内容を見て

判断しているが、申告件数が膨大になる県税事務所では所得率（所得税確定申告

書第一表の事業所得金額が事業収入金額に占める割合）が概ね 割を超えてい

ると事業性がないと判断している。さらに申告内容や所得率から判断がつかな

い場合には文書や電話で納税者に照会している。しかし、ある県税事務所では照

会件数が極めて少なく、事業性の判定の正確性が不十分な可能性がある。

当該県税事務所において個人事業税の課税資料となる所得税確定申告書の写

しを閲覧したところ、所得率は 割を下回っているが、売上先が 箇所であっ
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たり、毎月の売上が同額であるなど、事業性に疑義が残る納税者に対して事業税

が課税されている例が散見された。このような納税者に対しても照会は行って

おらず、事業性の判定が誤っていた可能性がある。

事業性に疑義がある場合は、納税者への照会を積極的に行い、適正な課税に努

めるべきである。

 所得内容の確認について（指摘事項） 
個人事業税は農業所得、事業所得や不動産所得がその金額の対象となること

から、雑所得の内容については何も確認が行われていなかった。

雑所得で記載されているものの多くが年金収入である。しかし、以下の太陽光

発電収入のように本来は事業所得や不動産所得に含まれるものであっても、雑

所得として記載されてしまうと課税漏れが生じてしまう可能性もある。

それゆえ、雑所得の内容には注意を払い、疑わしき内容については調査を実施

すべきである。

＜太陽光発電収入の課税漏れが生じている可能性について＞

太陽光発電収入を事業所得又は不動産所得で申告した場合には事業税の課税

対象となるが、雑所得で申告した場合は対象外となる。

所得区分は社会通念上事業と認められるか否かにより判断することとされて

おり、判断目安は国税庁と経済産業省資源エネルギー庁のホームページで示さ

れており、納税者がこの基準に従って正しく申告していれば問題ない。

しかし、所得区分の調査は税務署に一任している状態であり、県では雑所得の

内容を全く調査していないため、本来は事業所得又は不動産所得で申告すべき

ものが雑所得で申告されている可能性がある。

太陽光発電設備の設置状況を把握し、申告漏れがないことを調査するか、申告

方法の案内を納税者に送付するなどの対策が必要である。

売電方法 一般的な所得区分

余剰売電 賃貸アパートの屋上に太陽光発電設備を設置し、

これにより発電した電力をその賃貸アパートの

共用部分で使用し、その余剰電力を売却している

場合

不動産所得

自宅に設置している場合 雑所得

事業所得者が事業所に設置している場合 事業所得（付随収

入）

全量売電 電気主任技術者の選任を行っている場合

（出力量 以上の場合）

事業所得
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一定の管理を行っている場合

（①土地の上に設備を設置した場合で当該設備

の周囲にフェンス等を設置しているとき、②土地

の上に設備を設置した場合で当該設備の周囲の

除草や当該設備に係る除雪等を行っているとき、

③建物の上に設備を設置した場合で当該設備に

係る除雪等を行っているとき、④賃借した建物や

土地の上に設備を設置したとき、など）

上記以外 雑所得

 国税連携データの抽出漏れがある可能性について（指摘事項） 
通年事業分は所得 万円以上、年の途中で開廃業をしている場合は所得

万 千円以上を抽出し、個人事業税の課税の有無を判定している。年の途中で

開廃業しているかどうかは、確定申告書の「開廃業」欄又は決算書の事業年度で

把握しているが、この欄への記入を失念してしまう可能性もあり、抽出漏れが生

じている可能性がある。

確定申告書の「開廃業」欄へ忘れずに記入してもらえるよう、周知徹底を図る

などの対策が必要である。

 業務フローの統一について（指摘事項） 
個人事業税の業務は、各担当者が個別に事業税の計算をするが、最終段階で本

来課税すべきものが漏れていないか、本来課税すべきでないものが課税されて

いないかの確認が行われている。しかし、その業務フローが県税事務所間で異な

っていた。例えば、本来課税すべきでないものを課税していないか確認するため、

別途作成した繰越損失累計額の一覧表と突き合せを行う業務を実施している県

税事務所とそうでない県税事務所とがあった。

基本的な業務フローについては各県税事務所で統一すべきである。

 電算システム等の有効活用について（指摘事項） 
上述した、繰越損失累計額の一覧表の作成は、税務課から年に 度「繰越損失

一覧」として紙で送付される資料に基づき県税事務所が行っている。

紙の資料を受け取り手作業により集計する作業を行っているが非効率であり、

データを加工処理するよりも処理誤りが生じやすい。実際に繰越損失累計額の

一覧表とは別のデータ（課税失格者一覧）ではあったが県税事務所で独自に作成

しているデータ（課税失格者一覧）で拾いもれが散見された。セキュリティの関

係から税務課と県税事務所間でのデータのやりとりが行えないとのことである
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が、電算システム等を活用することが有用であるものについて精査を行い業務

の効率化を図っていくべきである。

  


